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能美特別支援学校（仮称）新校舎建設工事 

基本計画策定業務にかかる公募型プロポーザルの実施について 

 

令和 ７年 ６月２３日      

石川県教育委員会教育長      

 

公募型プロポーザルの詳細は、以下のとおりとする。 

 

１ 業務の概要 

（１） 業務名 

能美特別支援学校（仮称）新校舎建設工事基本計画策定業務 

（２） 業務内容 

 寺井高等学校敷地内において、特別支援学校を新設するにあたり、新校舎建設に伴う基本計画策定を行う。 

（３） 履行期限 

 令和７年１２月１９日 

（４） 担当部局 

 〒920-8580 石川県金沢市鞍月１丁目１番地（行政庁舎１７階） 

 石川県教育委員会事務局教育政策課 

 電 話：０７６－２２５－１８１３ 

 ＦＡＸ：０７６－２２５－１８１４ 

 E-mail：k-kohou1@pref.ishikawa.lg.jp（添付ファイルは最大８Ｍ程度まで受信可能） 

 電話及び口頭による質問は受け付けない。 

 

２ スケジュール 

令和 ７年 ６月２３日（月）：公示 

        〃     ：説明書の交付（令和 ７年 ７月 １日（火）まで） 

令和 ７年 ７月 １日（火）：参加表明書の提出期限 

令和 ７年 ７月 ４日（金）：参加資格の確認結果通知及び技術提案書の提出要請 

令和 ７年 ７月２８日（月）：技術提案書の提出期限 

令和 ７年 ７月下旬    ：プレゼンテーション日程の通知 

令和 ７年 ８月上旬    ：プレゼンテーションの実施及び設計候補者の選定 

令和 ７年 ８月中旬    ：設計候補者と契約 

 

３ 参加資格 

（１） 参加者の資格要件 

参加表明書を提出できる者は、次に掲げる条件の全てに該当する者とする。 

①  参加者は、「主たる営業所を石川県内に置く設計事務所」であること。 

②  設計ＪＶとする場合の要件 

ア． 構成員数は２者とする。 

イ． 各構成員は、本プロポーザルに参加する他の設計事務所又は設計ＪＶの構成員又は協力事務所を兼ね

ていないこと。 

ウ． 各構成員の出資比率は２０％以上とする。 

③  協力事務所（参加者と同一組織ではない、専門分野における技術の提供等を行う事務所）を加えることは

可とするが、本プロポーザルに参加する他の建築士事務所又は設計ＪＶの構成員を兼ねていないこと。 

④  参加者（設計ＪＶの場合は代表者）は、元請（設計ＪＶにあっては代表者としての実績に限る。）とし

て、平成２２年４月１日以降に国内において新築、増築又は改築（改修を除く。）にかかる教室を含む小中

高等学校、特別支援学校（竣工したものに限る。）の建築設計業務を完了した実績を有すること。 
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⑤  参加者（設計ＪＶの場合は代表者）は、一級建築士の資格を有し、かつ、平成２２年４月１日以降に国又

は地方公共団体が発注した新築、増築又は改築（改修を除く。）する建築物（竣工したものに限る。）の建

築設計業務の実績を有する技術者を総括責任者として配置できること。 

⑥  地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であること。 

⑦  石川県が発注する建設工事及び測量、建設コンサルタント等の業務の一般競争入札並びに指名競争入札に

参加する資格を得ようとする者に必要な資格等（平成８年石川県告示第３５４号）に基づき、契約の日まで

に入札参加資格の確認を受けた者であること。 

⑧  ６（１）の参加表明書の提出期限の翌日から契約の日までの期間に県から指名停止の措置を受けている者

でないこと。 

⑨  ６（３）の技術提案書の提出期限において、 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条の規定に

よる一級建築士事務所の登録を有する者であること。 

⑩  会社更生法（平成１４年法律第１５４号）又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき、更生

手続開始又は民事再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

⑪  役員（役員として登記または届け出されていないが、事実上経営に参画している者を含む。）が、暴力団

員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（ 平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する

暴力団員をいう。）、又は暴力団関係者（暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条

第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）の構成員及び暴力団に協力し、又は関与する等これと関わり

を持つ者をいう。） と認められる者でないこと。 

（２） 参加不適格者 

次の者は参加できない。 

① （１）の参加者の資格要件を満たさない者 

② 能美特別支援学校（仮称）新校舎建設工事基本計画策定業務プロポーザル審査委員会（以下「審査委員

会」という。）の審査委員が自ら主宰し又は役員若しくは顧問として関係する営利法人その他の営利組織

及び当該組織に所属する者 

審査委員会は、次の５名で構成する。 

 河内 久美子（金沢学院短期大学名誉教授） 

 吉川 一義 （金沢大学教授） 

 畝本 秀一 （（一財）石川県建築住宅センター 代表理事） 

 三谷 浩二郎（石川県土木部次長） 

 塩田 憲司 （石川県教育委員会教育参事） 

 

４ 審査及び選定 

（１） 審査方法 

 審査委員会を設置し、各技術提案書について、書類審査及びプレゼンテーション（質疑応答を含む）を実

施し、設計候補者を選定する。 

（２） プレゼンテーションの実施 

① 提案内容についてプレゼンテーションを行う。 

② 受注した場合に配置する総括責任者は、必ずプレゼンテーションに出席すること。 

③ 実施日時や場所については、追って通知する。 

（３） 評価基準 

① 提案の的確性、独創性及び実現性 

② 業務実績 

③ 業務実施体制 等 

（４） 審査結果 

審査結果は、審査終了後２週間以内に書面により通知する。 

非選定の通知を受けた者は、通知を受けた日の翌日から起算して７日（石川県の休日を定める条例（平成元

年石川県条例第１６号）第１条に規定する県の休日（以下、「県の休日」という。）を含まない。）以内に

書面により、説明を求めることができる。なお、その回答は、その理由について説明を求めることができる
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最終日の翌日から起算して１０日以内に、書面により行う。 

 

５ 交付資料等 

（１） 交付資料 

① プロポーザル説明書（本書） 

② 技術提案書等作成要領 

ア 参加表明書                    

・参加表明書             （様式Ａ１－１） 

・誓約書               （様式Ａ１－２、様式Ａ１－３（設計ＪＶの場合のみ）） 

        ・業務の実施体制           （様式Ａ２－１） 

        ・協力事務所の名称等         （様式Ａ２－２（協力事務所を利用する場合のみ）） 

        ・設計共同企業体協定書（参考様式）  （様式Ａ３）（設計ＪＶの場合のみ） 

イ 技術提案書 

   ・技術提案書提出書          （様式Ｂ１） 

    ・総括責任者・主任技術者の実績     （様式Ｂ２） 

    ・本業務における担当予定技術者の人数 （様式Ｂ３） 

・事務所の業務実績等         （様式Ｂ４－１） 

・事務所の参加資格に係る業務実績   （様式Ｂ４－２） 

・本業務の実施方針          （様式Ｂ５） 

・課題に対する提案           （様式Ｂ６） 

     ウ 質問書                 （様式Ｃ１） 

③ 別紙 能美特別支援学校（仮称）新校舎建設工事基本計画策定の概要 

（２） 交付資料等の閲覧期間 

令和 ７年 ６月２３日（月）から令和 ７年 ７月 １日（火）１７時００分まで 

 

（３） 交付資料等の閲覧方法 

教育委員会のホームページより本業務の交付資料をダウンロードすること。 
https://www.pref.ishikawa.lg.jp/kyoiku/seisaku/nomitokushi/puroposal.htmlに掲載する。 

 

（４） 参考資料の貸出し 

① 技術提案書の作成にあたり、施設台帳の必要箇所（寸法の入った簡易な平面図）を別途貸出し可とする。 

なお、貸出した資料は技術提案書の作成のみに用いるものとし、審査終了後に速やかに返却すること。 

また、この参考資料の内容の全てについて、他社にその内容を漏らしてはならない。 

② 参考資料の貸し出しにあたっては、５（２）に定める期間、１（４）に定める場所で紙にて配布を行う。 

 

６ 手続き等 

 （１） 参加表明書の提出期限、場所及び方法 

① 本プロポーザルに参加する意思がある者は、参加表明書（様式Ａ１－１～様式Ａ３のうち、業務体系に応 
 じ必要なもの）を提出しなければならない。参加表明書を提出しない者は、技術提案書を提出できない。 
② 提出期限 令和 ７年 ７月 １日（火）１７時００分（必着） 
③ 提出方法 １（４）担当部局に提出する旨を電話にて連絡した上で、電子メールにより提出すること。なお、

電話連絡は、県の休日を除く、９時００分から１７時００分までとする。電子メールの件名は「能

美特別支援学校（仮称）新校舎建設工事基本計画策定に係る参加表明書（会社名）」とすること。 
 （２） 参加者の資格要件の確認 
     提出された資料を審査のうえ、プロポーザル参加者の資格要件の適否を決定する。 
     資格要件の確認結果は、令和 ７年 ７月 ４日（金）までに発送する。 
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 （３） 技術提案書の提出期限、場所及び方法 
   ① 提出期限 令和 ７年 ７月２８日（月）１７時００分（必着） 

② 提出場所 １（４）担当部局に同じ 
③ 提出方法 持参又は郵送（書留郵便とし、提出期限までに必着のこと。） 

あわせて、１（４）担当部局に提出する旨を電話にて連絡した上で、電子メールにより提出すること。なお、

電話連絡は、県の休日を除く、９時００分から１７時００分までとする。電子メールの件名は「能美特別支援

学校（仮称）新校舎建設工事基本計画策定に係る技術提案書（会社名）」とすること。 
④ 提出部数 様式Ｂ１からＢ５まで： ２部 
       様式Ｂ６      ：１２部 

 （４） プレゼンテーションの実施 
   ① 日 時  令和 ７年 ８月上旬を予定 
   ② 場 所  別途指示 
 （５） 以下の条件の一に該当する場合は失格となることがある。 
   ① 上記（１）～（３）の条件に適合していないもの 
   ② 本書及び技術提案書等作成要領等に示された条件に適合しないもの 
   ③ 本書及び技術提案書等作成要領等に示された記載事項の全部又はその一部が記載されていないもの 
   ④ 本書及び技術提案書等作成要領等に示された記載事項以外の内容が記載されているもの 
   ⑤ 許容された表現方法以外の表現方法が用いられているもの 
   ⑥ 虚偽の内容が記載されているもの 
   ⑦ 本プロポーザルにおいて、審査の公平性を害する行為を行ったもの。特に、公示日から審査委員会において設

計候補者を選定するまでの間に、委員に事前説明その他の接触を行ったもの 
 （６） その他 
     要求する内容以外の書類、図面等については受理しない。 
 
７ 質問及び回答について 
 （１） 質問の提出 
      質問書（様式Ｃ１）に質問内容を記入し、１（４）担当部局に提出する旨を電話にて連絡した上で、電子メ

ールにより提出すること。なお、電話連絡は、県の休日を除く、９時００分から１７時００分までとする。電

子メールの件名は「能美特別支援学校（仮称）新校舎建設工事基本計画策定業務プロポーザルに関する質問

（参加者の名称）（質問日）」とすること。 
電話及び口頭による質問は受け付けない。 

 （２） 質問の受付期間 
      公示日から令和 ７年 ７月 １日（火）１７時００分（必着） 
 （３） 回答 
      回答は、参加表明書の提出があった全事業者あてに、令和 ７年 ７月 ９日（水）までに、電子メールで

行う。 
       
８ 建設予定地の現地説明について【寺井高等学校】 
   現地説明は行わない。また、建設予定地への立入りは禁止する。 
 
９ 参加表明書、技術提案書の作成様式及び記載上の留意事項  
（１） 技術提案書等作成要領による。  

 （２） 条件等詳細は、別紙「能美特別支援学校（仮称）新校舎建設工事基本計画策定の概要」に定める。 

 
１０ 経費の負担  

参加表明書及びその他本プロポーザルの参加に関し要する経費は参加者の負担とし、参加報酬は支払わない。 
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１１ その他  
（１） 受注資格の喪失  

本業務の設計者又は当該設計者と資本、人事面若しくは技術面において関連がある者が、製造業及び建設業

を営む者と関連を有する場合、当該製造業及び建設業を営む者は、本業務に関するすべての建設業務（設計・

コンサルティング業務及び建設工事）の受注資格を失う。  
（２） その他  

① 手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨とする。  
② 契約書の作成を要する。  
③ 本業務に直接関連する他の業務の契約を本業務の契約の相手方と随意契約により締結する予定については、未

定である。  
④ 本業務の参考業務規模は、６，０００千円程度（消費税含む）を想定している。 
⑤ 提出された技術提案書等は返却の希望のある者についてのみ返送する。  
⑥ 提出された技術提案書等については、選定を行う作業に必要な範囲において、複製を作成することがある。  
⑦ 技術提案書等に虚偽の記載をした場合は、虚偽の記載をした者に対して指名停止措置を行うことがある。  
⑧ 総括責任者等は、特別の理由があると認められる場合を除き、変更できない。  
⑨ 本プロポーザルは、設計に対する発想、解決方法、対応姿勢等、優れたアイデアと業務能力を有する設計者を 

選定するものである。したがって、実際の設計段階においては、提案されたアイデアを尊重することとしてい

るが、変更等を行うことがある。  
⑩ 個人情報は、本プロポーザルのためにのみ使用し、本人の承諾なしに第三者に提供しない。 


